「山形縣方面委員設置」と変遷について：『方面委員必携　山形縣社會課』などの史資料として by 田中 康子 & 田中 利宗
「山形縣方面委員設置」と変遷について：『方面委
員必携　山形縣社會課』などの史資料として















































 本小論は、以上の課題と研究成果を先導者としながら、『社會叢書第一輯 山形縣教育課 
方面委員の參考資料』（大正 15年 4月〔発行年月は推察〕酒田市立図書館蔵）、『方面委員
必携 山形縣』（昭和 5年 3月 31日）、『社會調査資料 山形縣社會課』（昭和 6年 7月 8
日 新庄市立図書館蔵)、『方面委員必携 山形縣』（昭和 12年 3月 31日）、『救護關係令規
通牒輯欖 山形縣社會課』（発行日不記載）、『方面委員關係法規 山形縣 山形縣方面委員







(1) 1925(大正 14）年 7月 15日の「方面委員設置規定」（縣告示第 180号）により、 
山形、米澤、鶴岡の三方面に 19名の委員が設置された。 
以後、委員数は増加し、母子保護法施行時の 1938(昭和 13）年 3月現在の委員数 





































山形県では、1925(大正 14）年７月 15日、「方面委員設置規定 山形縣告示第百八十號 






 第二條 方面委員ハ篤志者、官公吏、學校関係者、神職、宗教家及社會事業關係者等ノ 
中ヨリ郡市長ノ推薦ニ依リ知事之ヲ囑託ス 
     方面委員ハ名誉職トス 
 第三條 方面委員ヲ設置スヘキ地方及其ノ員數ハ別ニ之ヲ定ム 
各地域ニハ常務委員ヲ選定シ連絡統轄ノ任ニ當ラシム 
 第四條 方面委員ノ職務左ノ如シ 
     一、一般社會生活ノ實状ヲ調査シ之カ改善向上ノ方法ヲ攻究スルコト 
     二、公私ノ保護ヲ受ケタル者及保護ヲ必要トスル者其ノ他特ニ必要アリト認ム 
ル者ニ就テハ個別的ニ其ノ生活状態ヲ調査シ之ニ對スル保護方法ノ適否 
ヲ考究シ其ノ徹底ニ努ムルコト 
     三、各社會事業機關トノ聯絡ヲ保チ之カ利用ノ途ヲ講シ其ノ目的ノ達成ニ助力 
スルコト 
     四、社會事業ノ施設上必要ナル事項ニ關シ意見ヲ知事ニ提出スルコト 
     五、其他特ニ委囑シタル事項ノ調査實行ニ當ルコト 






















          山形市 八    米澤市 七    鶴岡市 四 
        二、方面委員ノ資格要件ハ左ノ標記ニ依ルコト 
           1、同情心ニ富ムコト 
           2、真面目テ正直ナコト 
           3、世話好キナコト 
           4、常識アルコト 
           5、生計ニ支障ナキコト 




































































  一、委員ノ人格ヲ基トシ、ソノ人ノ思想ト徳操トニ依ツテ仕事ヲスルコトデアルカラ、 
仕事ノ權威ヤ能率ハ委員ソノ人ニ要件ガアルコトデアルシ 

























































  尚御希望ニ依リ參考トシテ方面委員執務心得ヲ左ニ御示シイタシマス。 




















昭和四年五月十七日                     山形県学務部長 






































































 というのは、「山形縣給救護法施行細則 昭和六年十二月二十六日 山形縣令第七十五
號」には、「第 2條 救護法第四條ノ委員ハ方面委員と稱ス」「第三條 市町村方面委員ニ
手當其ノ他ノ給與ス場合ニ於テハ豫メ給與額及其ノ支給方法ニ就知事ノ認可ヲ受クベシ」

























資料は、「第一、本県の社会事業 第二、救護 第三、経済保護 第四、労働保護 第五、






           貧困者世帶調（昭和 5年末現在） 
 郡市名 總世帶數 調査世帶數   貧困者世帶數 未調査 
 世帶數 第一種 第二種 合計 
南村山郡   10,610   4,036   17   38    55   6,574  
東村山郡   15,414    9,960   20   45    65   5,454  
西村山郡   15,873    11,787   57  98   155  4,086 
北村山郡   16,215    9,003   31  52   83  7,212  
最上郡   14,595    5,871   26  85   111  8,724  
南置賜郡   5,174    2,110    2   8   10  3,064  
東置賜郡   15,372    8,179   11  84   95  7,193  
西置賜郡   12,057    4,012   23  46   67  8,045  
東田川郡   13,342    11,594   18  109   127  1,748  
西田川郡   9,411     6,422    9  67   76  2,989  
飽海郡   16,641    14,529   12  163   175  2,112  
山形市   10,023    10,023    5  85   90  ― 
米澤市   8,194    8,194   12  69   81  ― 
鶴岡市   6,103    ―  ―  ―  ―  6,103  
合計  169,024   105,720   243  949 1,192  63,304  
 
方面委員制度（昭和 5年末） 
  名称 設置主体  施行區域 方面委員數 取扱件數  
山形縣方面委員  縣 3市 26町 166村    730  12,445  
            經費(円) 
縣費 1,085 市町村費 3,215 方面委員助成會豫算 6,962 
職業別  
農 422  商 84  僧侶 93  公吏 46  神職 22  無職 17  醫師 15  





 種別 件數            内訳 
相談指導  450 生活上 330      人事上 120 
保健救護  262 濟生會治療券交付 112 施藥取扱 150   
周旋紹介  358 低利債借替 202    職業紹介 116   葬式世話 40 
児童保護  479 學用品給與 378    就學奨勵 101 
戸籍整理  232 出生届取扱 140    寄留届取扱 32   入籍手續 60 
金品給与 3,751 白米被服給與 2,526  慈恵金配給 1,025  生活費給與 200 
積極事業 4,196 寄附及義捐金取扱 
其他 2,000 細民調査 
 




 第一條 社會状態及生活状態ヲ調査シ其ノ改善向上ヲ圖ル爲ニ特ニ必要ト認ムル地方 
     ニ方面委員ヲ設置ス 
 第二條 方面委員ハ篤志者、官公吏、學校関係者、神職、宗教家及社會事業關係者等 
     ノ中ヨリ市町村ノ推薦ニ依リ知事之ヲ囑託ス 
方面委員ハ名誉職トシ其ノ任期ヲ四箇年トス 
第三條 方面委員ヲ設置スヘキ地方及其ノ員數ハ別ニ之ヲ定ム各地域ニハ常務委員ヲ 
     選定シ連絡統轄ノ任ニ當ラシム 
第四條 方面委員ノ職務左ノ如シ 
     一、 一般社會生活ノ實状ヲ調査シ之カ改善向上ノ方法ヲ攻究スルコト 
     二、 公私ノ保護ヲ受ケタル者及保護ヲ必要トスル者其ノ他特ニ必要アリト認ム 
ル者ニ就テハ個別的ニ其ノ生活状態ヲ調査シ之ニ對スル保護方法ノ適否
ヲ考究シ其ノ徹底ニ努ムルコト 
     三、 各社會事業機關トノ聯絡ヲ保チ之カ利用ノ途ヲ講シ其ノ目的ノ達成ニ助力 
スルコト 
     四、 社會事業ノ施設上必要ナル事項ニ関シ意見ヲ知事ニ提出スルコト 
     五、 其他特ニ委囑シタル事項ノ調査實行ニ當ルコト 
  第五條 方面委員設置ノ地域ニハ必要ニ應シ方面書記ヲ置クコトヲ得 
           方面書記ハ常務委員ノ指揮ヲ受ケ事務ヲ處理ス 
  附則 本規程ハ公布ノ日ヨリ之ヲ施行ス 
  附則 本規程ハ昭和七年一月一日ヨリ之ヲ施行ス本規定施行ノ際方面委員ノ職ニ在ル 
者ニ付テハ其ノ任期ノ起算ハ昭和七年一月一日ヨリトス 















さて、1932(昭和 7)年 6月には、「山形縣告示第三百八十六號 山形縣社會教育委員規定 
昭和七年六月二十七日」の第 2条により社会教育への協力が求められることになる。 
   第二條 社會教育委員ハ左ノ中ヨリ市町村長ノ推薦ニ依リ必要アル場合ハ其ノ 
       推薦ニ依ラズシテ知事之ヲ囑託ス 
        一 青年學校、小學校、中等學校等ノ職員 
        二 市町村吏員、市町村會議員、學務委員、方面委員 
 
 1935（昭和 10）年 11月７日、「山形縣精神作興聯盟」が結成されると、34団体が加入し、
山形県社会事業協会、方面委員連盟、私設社会事業連盟もその一員なった。 





             <町村に於ける協同組織図> 
  町村長 ― 町村振興委員会 ― 町村区域機関団体（役場、農会、学校等）―  
  部落振興委員会・部落常会・大組、契約組 ― 五什人組 ― 部落民 
          (「山形県報 第 1773号」 『山形県史 近現代史料 2 資料編 20』908頁) 
 
3 山形縣方面委員設置規程の改定 
1936(昭和 11）年 11月、「方面委員令の公布」及びに「發社第一二一號 昭和十一年十
一月十八日 社会局長官 廳府縣長官殿 方面委員令施行ニ關スル件依頼通牒」に基づき、




 第二條 前條ノ規程ニ依ル方面並ニ方面委員ノ定數ハ別表ヲ以テ定ム 





 第四條 方面委員會ニ方面書記ヲ置ク 
     方面書記ハ市町村官吏中ヨリ市町村長ノ推薦ニ依リ知事之ヲ囑託ス 
     方面書記ハ方面委員會ニ於ケル庶務ニ從事ス 
  附則 大正十四年七月告示第百八十號方面委員設置規程ハ之ヲ廢ス 
 
(別表) 
    山形市 二〇  米澤市 十六  鶴岡市 十二  酒田市 十 
    南村山郡(17町村)  九九    東村山郡(24町村) 一四四 
    西村山郡(21町村) 一三五    北村山郡(24町村) 一三一 
    最上郡(19町村)  一二〇    南置賜郡(11村)   六一 
    東置賜郡(21町村) 一三一    西置賜郡(18町村) 一二六 
東田川郡(28町村) 一七九    西田川郡(16町村) 一一五 
飽海郡(25町村)  一五〇 
 
 同時に昭和 11年 11月の「省令 内務省令第四十四號 方面委員銓衡委員會及方面事業






 第二條 委員會必要ノ都度知事之ヲ招集ス 
 第三條 委員會ハ委員半數以上出席スルニ非サレバ會議ヲ開クコトヲ得ズ 
 第四條 委員會ノ議事ハ出席委員ノ過半數ヲ以テ之ヲ決ス 




 第二條 山形縣方面委員會規程第委員會第二條及至第四條ノ規程ハ本委員会ニ之ヲ準 
     用スル 
 
 7月 28日には、各地方長官あてに社會局長官名で以下が通牒された。 
 
今次事變ニ關シ出動又ハ應召セル軍人ニ關スル軍事扶助等ノ件 








                 記 
 一 軍事扶助法ニ依ル扶助ニ付テハ市町村長ヲ督勵シ要扶助者ノ實地調ヲ勵行セシメ 
扶助ヨリ漏ルヽモノナキヲ期スルト共ニ扶助ニ關スル事務ニ付テハ特ニ迅速且適 
切ニ之ヲ取進メ扶助上支障ヲ來スガ如キコトナキヤフ努ムルコト 
 二 軍事扶助法ニ該當セザルモ扶助ノ必要アルモノニ對シテハ軍人援護資金ノ活用ニ 
依ルノ外市町村又ハ民間軍事扶助團體ノ活動ヲ促シ扶助ノ徹底ヲ期スルコト 
 三 今次事變ニ關シ應召シタル各種事業ノ被傭者ニ付テハ雇傭主ヲシテ入營者職業保 
障法ノ勵行活用ヲ圖ラシムルハ勿論出來得ル限リ優遇ノ方途ヲ講ゼシメ又其ノ家 
族遺族ニ對シテモ可及的慰籍ヲ爲サシムルコト   
    尚職業紹介機關ヲシテ應召者關係家族ノ就職斡旋ニ付特別ノ考慮ヲ拂ハシムル 
コト 
 四 軍事扶助事業ノ統制連絡ニ付テハ特ニ意ヲ用ヒ現在設置シアル軍事扶地方方委員 
會ヲシテ一層其ノ機能ヲ發揮セシムルヤフ努ムルト共ニ方面委員、各種社會事業 
團體其ノ他關係方面ノ協力ヲ促スコト 
 五 常時管内ノ扶助状況ヲ査察シ關係者ニ對シ指導督勵ヲ加フル等適切ナル方法ニ依 
リ扶助竝ニ慰籍ニ付遺憾ナキヲ期スルコト 
 六 從來ヨリ滿洲竝ニ中南支等ノ方面ニ派遣セラレアル在外部隊ニ關シテモ勿論前各 
項ニ準ジ取扱フベキコト           (「鶴岡市方面委員会時の配布資料」) 
 
 山形県においては、方面委員設置以後、「軍事救護に関する事項」は委員の取り扱いの範
囲にあり、たとえば、『方面委員ノ參考資料 山形縣教育課』（大正 15年 4月〔発行年月は
推察〕）では、「恤救」は 3頁、「行病人及行旅死亡人」は 9頁、「軍事救護」18頁である。 
『方面委員必携 山形縣』（昭和 5年 3月 31日）は、戸籍法(抄録)、刑法(抄録)、牛乳


































タルコト」(『方面委員必携 山形縣』<昭和 12年 3月 31日>に添付される「母子保護法」29頁) 
 
 この母子保護法の施行に対する新聞報道が昭和 12年 12月 23日付けの東京朝日新聞県内








和 15)年 10月の大政翼賛会の発足を機に、同月 10月 21日、山形県知事名で市町村体制整
備要綱が出され、11月 21日には、「収社會第五八四二號 山形縣學務部長 山形縣総務部
長」名で「市町村長殿」宛に以下の件が発せられたのである。 
 













 一 整備方針 
   市町村組織ヨリ独立的地位ニアリシ從來ノ方面委員ノ概念ヲ脱却シ萬民翼賛ノ本義 
ニ則リ新体制ノ一員トシテ活動セシムルモノトス 
 二 新組織ト方面委員トノ連繋 
   縣訓令ニ基キ整備セラレタル市町村新組織ニ即應シ方面委員組織ヲ左ノ通整備スル 
モノトス 
  (一) 部落會(町内會)ニ於ル世話係庶務班長ノ職ニアル者ニ方面委員ヲ任命スルコト 
  (二) 庶務班長ノ職ニアル者方面委員トシテ適任ナラズト認メラヽトキハ部落會長(町 
内會長)又ハ庶務班員ノ適任者一名ニ之ヲ任命スルコト 
  (三) 部落常會(町内會)市町村本部、市町村常會ニハ適当ナル方法ニヨリ原則トシテ方 
面委員一名以上ヲ加へ各般ノ連繋ヲ保タシムコト 
三 新体制整備ニ伴フ方面委員ノ任命 
  (一) 方面委員改選期タル昭和十六年一月十四ニ於テ任期満了トナル方面委員ニシテ 
前項第一號又ハ第二號ニ依リ新体制下部組織ニ入リタル者ニ在リハ組織完了ト 
同時ニ任命方(重任)内申スルコト(内申書ノ書式ハ追テ通牒ス) 
  (二) 昭和十六年一月十四日ニ於テ任期満了トナラザル方面委員ニ在リテハ 
     イ. 新体制下部組織ニ於ケル前項第一號又ハ第二號ニ該当セル者ハ任期満了マ 
デ其ノ儘継續スルモノトス 
     ロ. 新体制下部組織ニ入ラザル方面委員ハ辞職願ヲ提出セシムルコト尚前項第 
一號又ハ第二號該当者ニシテ現ニ方面委員ノ職ニ在ラザルモノニ付テハ 
之ガ任命方内申スルコト 
  (三) 新ニ方面委員ノ任命ヲ見ル迄ハ現方面委員ヲシテ其ノ事務ヲ執ラシムルコト 
 

























1927（昭和 2）年 3月 7日には「鶴岡市共済委員会設置規程」（4月 1日施行）により、




















一方、方面委員の設置定数と委員数は 1932(昭和 7)年 1月の救護法の実施以降、年々増
加するのである。 
1932(昭和 7)年 3月 31日現在の方面委員定数、委員数ともに 794であり、1933(昭和 8)
年 3月 31日現在の方面委員定数、委員数はともに 823であった。 
方面委員令に基づく山形県方面委員設置規程が公示される前年の 1936(昭和 11)年度末
の市町村総数は市部 4、郡部 224であり、方面委員定数は市部 58、郡部 1,388、合計 1,446
であり、方面委員数は市部 58(男 56女 2)、郡部 1,379(男 1,365女 14)の合計 1,437であっ
た。(昭和 12年の方面事業講習会参加委員の「要綱」へのメモによる。) 






 1967(昭和 12)年 9月 20日の山形縣方面委員時局大會(山形市山形師範學校講堂)への参
加方面委員は、『山形縣方面委員時局大會要綱』によれば、「886人であり、昭和 12年 9月
末現在の委員数は 1,437人であった。」 




(25町村)150の計 1,391、合計 1,459となった。 
1968(昭和 13)年 1月の母子保護法施行時の方面委員の定数は、山形市 30、米澤市 16、
鶴岡市 12、酒田市 10で市部計 68。郡部は、南村山郡(17町村)100、東村山郡(24町村)144、
西村山郡(21町村)135、北村山郡(24町村)132、最上郡(19町村)122、南置賜郡(11村)61、
東置賜郡(21町村)131、西置賜郡(18町村)126、東田川郡(28町村)179、西田川郡(16町村)115、
飽海郡(25町村)150の計 1,395、合計 1,463である。 
「1938(昭和 13）年度末の委員数は 1,449人(内女性 17人)であった。」とされる。（『社會
事業年鑑 昭和十四年 昭和十五年版』『昭和十三年 山形縣方面委員名簿』） 
 1938(昭和 13）年度末の委員定数 1,463に対して委員数 1,449であり、定数に対する欠
員は 14ということになる。 
1941(昭和 16)年１月 15日、山形縣方面委員の委嘱があり、1月 27日には、「山形縣方面
委員設置規定」(改正 昭和 16年 1月 27日 縣告示第 53號)によって方面委員定数は市部
である山形市 112、米澤市 50、鶴岡市 56、酒田市 54、計 272であり、郡部 3,281、合計 3,553
となった。 


























 『拓殖公報』は、1901（明治 34）年 4月の第 1号から 1921（大正 10）年 12月の第 123
号まで発行された。北海道の拓殖に関する法令や土地及び人口、農業･林業･工業･漁業･商
業などの状況を細部にわたって紹介している。復刻版もあり、入手は容易である。 
 収録される「史伝」「雑録」には、道内の社会事業に関する資料･記事が収められている。 
